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２．開催場所　：　機械振興会館６階　６-Ｄ３会議室
３．出 席 者　： （順不同・敬称略）
会　　員     
兼子　邦彦
小島プレス工業株式会社

特別会員　
石垣　　充
一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会
会　　員     
河野　祐一
住友化学株式会社

会　　員
遠城　秀和
NTTデータシステム技術株式会社
会　　員　
伊達　恭史
株式会社 JSOL

会　　員
藤野　裕司
株式会社データ・アプリケーション

業界委員　
斉藤　良一
共通XML／EDI実用化推進協議会
業界委員
坂本　真人
一般財団法人流通システム開発センター

業界委員　
梶田　　瞳
一般財団法人 流通システム開発センター

業界委員　
津川　雅良
全日本電設資材卸業協同組合連合会

業界委員
川内　晟宏
特定非営利活動法人ITコーディネータ協会


業界委員
佐々木裕一
特定非営利活動法人ITコーディネータ協会

オブザーバー
加藤　重雄
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出席者15名
４．議事概要　
４－１．第１回国際／業界横断EDIタスクフォース議事録の確認
・第１回国際／業界横断EDIタスクフォース議事録（業界横断2014-2-02）の内容を確認した。
・同議事録４ページの「４－３－２.領域メッセージの登録手続について」に関し、SIPS内で項目追加要求が溜って来たので、今秋ニューデリーで開催される国連CEFACTフォーラムにおいてこれら要求の提案を予告する予定である旨を事務局が紹介し、了解を得た。
・同議事録7ページの「４－５.支払通知プロセスとメッセージ」に関し、前回会議後、金流商流情報連携タスクフォースの分科会において更に討議を行ったことを事務局が報告した。同分科会で項目追加要求が出たことから、その要求内容について当会議議事４－４で再度討議を願う旨、要請した。
４－２．ラウンドテーブル報告　
・2013年度第２回幹事会の提案により、2014年度第1回幹事会(５月)およびラウンドテーブル企画打合会(６月)の各審議を経て９月３日に、幹事会メンバー協力の元に開催した「グローバルサプライチェーンのための国際物流IT戦略」ラウンドテーブルに関し､資料(国際連携2014-2-03)「ラウンドテーブル総括」により事務局が報告を行った。

・ラウンドテーブルの報告書は参加者のレビューを現在受けており、同資料は暫定報告のサマリーである。参加者は21名、ファシリテータをSIPS TFの３リーダーが務めた。
・参加者へのアンケートから得られた回答を、下記事項別の内容に事務局がまとめた。：　

◉グローバルロジスティックスにおける阻害要因と原因


◉グローバルロジスティックス展開に重要なこと

◉グローバルロジスティックスにおいて何が課題領域か

◉グローバルロジスティックスを支えるIT基盤への期待

◉ロジスティックス企業が考えるIT基盤

◉IT企業が考えるグローバルロジスティックスIT基盤
・これらは、ラウンドテーブルでの議論の切口の一端であり、丸１日種々の議論を行った。その最後に、提言案を下記の３つに事務局でまとめた。　　　

◈提言１： グローバル化推進においては ぶれない視点が必要である
◈提言２： 荷主の要求は、グローバルサプライチェーンの可視化である
◈提言３： 貿易手続プラットフォームは､関連企業の連携によって構築するものである
・国際連携TFの次回会議において、これらの提言で良いか議論し提言からの次の１歩が何か等に関し討議を行うことになる。
４－３．海外実証実験報告　
・海外実証実験に関し、資料（業界横断2014-2-04-1～6）によりリーダーが概要説明を行った。

・当９月の第２週にタイにおいて、下記の２つの実証実験を行った。
１.中小企業版の実証実験（平成25年度愛知県補助事業実施の｢国際EDI標準：中小企業版(国連CEFACT／SIPS)｣をタイで実証する。）
２.中小企業自動車業界版の実証実験（グローバル対応の｢国際EDI標準：中小企業自動車業界版(国連CEFACT／SIPS)｣検討のためにタイで実証実験を行う。）
・２.に関しては、トヨタ系1次ベンダーは数年前からJAMA・JAPIA標準として実装が進められている。ただし、トヨタ系が行っているものをホンダやニッサンで行うには、国内では抵抗がある。今回タイで上記１.の実証実験に加えて、中小企業の自動車版として系列を超えた実証実験も行った。

・資料04-2の「JAMA・JAPIA標準帳票ガイドライン（サンプル編）の表紙および目次」（2012年3月版）（毎年更新）目次のように自動車メーカー毎にそれぞれの版があり、共通に標準化されているとは言い難い。中小企業の自動車版についても、トヨタの中小企業版、ニッサンの中小企業版、となりかねない。この延長線上で進めるのは良くないと、（特非活）ITコーディネータ協会およびJAMAと打合せた。
・今回タイで実証実験を行うに際し、ホンダ版やニッサン版ではなく、どこもが使える標準となるようJAMAの一部の人達の意見を聞き、帳票（資料04-3-1・2日本語版および英語版－１部分はタイ語を併記）「請求書／配送注文 Tax Invoice / Delivery Order」を用意した。　
・工夫点としては、明細行毎に｢備考Remarks｣を設けたことである。通常、備考は書類の末尾にあり基本情報項目以外のものを入れる。今回用意した備考は、系列毎に異なる必要情報（例えばトヨタ系であると、ウラバン等の情報事項）を、それぞれ一つの括りの中に入れるために、明細行に｢備考Remarks｣を設けた。
・完成帳票ではないが、今回の実証実験でトヨタだけでなく他の所でも使えるものにしている。中小企業の標準については、自動車メーカーそれぞれの版ではなく共通しているもので出来ないかという考え方て実証実験を行った。
・同説明に関し、以下の質疑応答および意見交換があった。：
　－帳票の英語版右上段のTax IDは、日本語版ではVAT事業者番号とあるが妥当であろうか。タイのTax IDは、税務署に届けた企業コードであろうか。
　－和訳に関しては、追って確認を行う。Tax IDは多分、納税者番号だと思われる。
　－Invoice No.を注文番号としているのはどうであろうか。
　－納税のためにOrderの時からInvoice No.を振っている。
　－帳票の英語版、日本語版の作成に立会っていないため、詳細は追って確認したい。
・タイの通信事情は悪く、実証実験では無線LANを使用した。
・タイのIT化は、日本の10～15年位前の状態になって来ており、個別に独自のウェブEDIを立上げ始めている。取引先のECHOもいくつかの企業から個別のウェブEDIの要望を受けている。今回は、DAT（Daiwa Kasei Co., Ltd.）が独自のウェブEDIを行おうとしていたのを止めて、標準のものを使うよう要請した。　
・今回の実証実験を行い、2015年の後半頃には実使用する予定にしている。
・もう一つの､ホンダの関係のSGM（Siam GOSHI Manufacturing Co., Ltd.）は、大きな企業だが企業間情報交換は手作業であり、そろそろ電子化のためウェブEDIを使おうかという状況であった。　
・カンバンは発行するが、トヨタ系ではないので明示版（現品票）と呼んでいる。
・現状は手作業でやっているので、一緒にEDIをやれることになり嬉しいと言っていたそうである。
・同説明に関し、以下の質疑応答および意見交換があった。：
－データエントリーなどはシステムを特別に作って、その画面で行ったのか。
　－元々九州で、トヨタ系だけでなく他の系列の中小企業でも使えるようなものを作ったが、日本国内ではなかなか進められなかった。そのときに開発したシステムをベースにしている。　
・タイで、トヨタ系でない所も使えることを見せて、それを逆に、日本でホンダ系のベンダーで使って貰うと、小規模中小企業が助かることになろうと考える。
・9月8日～10日に関係者で実証実験を行った。11日からはタイ社内の種々の業務との連携をどうするかの作業を行っている。
・同説明に関し、以下の質疑応答があった。：
　－SGMのコメントにあったが、インボイスはまだ厳しい、インボイスのハードルは高い、という。インボイスはエビデンスのために全て紙でということになっていて、そこにはまだ行かないということであろうか。
　－そうだと思う。
　－DATはインボイスのEDI化をどうしているのだろうか。

　－その点は、追って確認する。
　－税務署と関係するものがどのような状況かを知りたい。
・この仕組を入れることを小島プレス工業㈱のDATは決定している。この会社は500人位で、日本人が3～4名。業務を実際に行っているのはタイ人で、タイ語で伝票の入力を行う。インドネシア等では英語を使うが、タイでは伝票がタイ語になっている。現地の人達に実際に使って貰うにはタイ語を入れなければならない。
・内容的には日本でのトヨタのカンバン系と同じようなものだが、小島プレス工業㈱の子会社DATと、ホンダ系でニッサンのものも少し扱っているSGM, ETAの実証実験を行った（資料04-1のP-3）。
・SGMの方は明示版と、表示も変えている。
・同説明に関し、以下の質疑応答があった。：
　－図のプロセスの中で、電子サインとあるが。

　－これは表現が悪く、サインの代りに印章を持って来て貼付けるだけで、本当の電子サインではない。　
－コピー可能な、サインのイメージを貼付けるということか。

－そうである。

－請求書を発行しているのはSGM, ETAで、そのサインした請求書をDATが返送すると図示されている。
　－タイでは現状、返す方式になっている。
　－インボイスの後にビリングが出る。インボイスを確認して貰った後ビリングを発行しているのであろう。
　－インボイスにサインし1部返送するのが、検収なのではないか。それを受けて実際のビリングを行うのではないか。

　－普通は納品と請求は分けるが、ここは、付けて納品と同時に請求も送返し、インボイスが返って来るのが受領したということなのではないか。
　－税務署にはPO、インボイス、ビルのどれを出すのであろうか。
　－普通はインボイスであろう。
　－複数のインボイスを、例えば、まとめて一括払いのビルを起こす、ということであろうか。
　－このプロセスでは一括払いの概念は無い。
　－実証実験のシナリオ図では、納品の時に請求書を発行している。
　－それは日本でもよくあり、納品書、受領書、請求書が３枚綴りになっている。
　－国連CEFACTのメッセージでBillingは無い。Invoiceだけである。
　－下段に署名３欄がある等、兼用するフォームになっているのではないだろうか。　　
　－この署名欄は、工場で言うとドライバーと受取側との３者がサインする。
　－トライアングルサインを電子化するのは面倒ではないか。配送確認は運送者がサインすることになる。
　－DATでは、ドライバーはタッチペンでサインしている。
　－発行する時に電子サインを付けて送り、受取った側がそれにサインを掛けて送るのは、システム的に多分たやすい。中間が入っていて、配送会社のドライバーがそこにどうサインを入れるかである。
　－Attachmentをどうするかということか。分離するか、このフォーム上に出来るのか。

　－電子ファイルにAttachmentをするというのは、あることはある。ただ電子ファイルだと改竄可能ということがある。
　－今年12月にタイのETDAに説明しなければいけないので詳細を知りたい。
　－諸外国でも、1件1件支払うのは大変なので、一定期間請求書を溜めておき、まとめて請求する。建付け上は、1件1件支払ったということで処理はする。
　－EDIでインボイスを受けると、それをまとめて、これだけ支払うとRemittance Adviceで返す。
　－クレームも1件1件ということであろう。日本の場合は、まとめられたものに一度ＯＫと言うと、支払う義務が生じる。その後で、エラーが見つかり、一部払わない、一部金を返せという場合は、別なエラー処理として行わなければいけない。契約としては一つにまとめたいということである。
　－フォームの英語版右上段の５行目にInvoice No.、下段枠内3列目にPO No.があり、原本では別の言葉である。それを日本語版では両方とも注文番号にしている。右上段の注文番号は訳語違いであろう。どういう日本語にすると良いか考える必要があろう。Invoice No.とPO No.の各番号は異なる数字が入っており、別個のものである。
　－同指摘は了解である。
　－Invoice No.は、請求番号で良いかもしれない。請求は毎回発生し、ビリングの所でまとめて入金する契約になっているということではないか。

　－ビリングの方は、まとめて支払要求するということか。

　－そう理解している。
　－この日本語版は日本で使用するのか。
　－まだ検討中である。検討している時に、タイで実証実験があるのでそこで一度やってみようと行ったということである。
　－これは途中段階のもので、内容についてはITC内のJAMAとの打合せ会合で、どうするか検討する。

　－日本だけで使えるのではなく、国際標準を使えるよう、企業や系列で使える中小企業版にしたい。
　－Remittance Adviceは、支払側から出すものか。CCLにあるが、使い方はどうなのか。普通は支払側から出すものであろう。だが、タイのものを見ると、受ける側から出し、これで良いと返すというようになっている。
　－これは日系のタイであるので、日本のやり方を無理矢理入れているという可能性も考えられる。
　－日本のやり方とも異なっている。
　－紙の場合はカーボンコピー式が多い。
　－日本の実態では、納品書を使っている。現品に納品書を付けて送ることで、債権債務が確定する。日本のプロセスには、納品書の形が最適ではないか。
　－発注側から言うと、債権債務の確定は請求書が来たタイミングであろうと思う。
　－受領した時に、少なくとも所有権はどうなるのか。

　－出荷基準であるから、納品書を出したら確定するのではないか。
　－会計基準は各社で決めることになっているので、ばらばらにしてはいけないということはあるが、一つの企業が出荷基準あるいは納品基準であるとすると明記すれば、債権債務の確定はそのように認定される。日本国内で、この時点以外は駄目だとは定められてはいず、各社の自由である。
　－いずれにしても、債権債務が移るタイミングは納品書がポイントになる。
　－タイでは、納品書は無いようになっている。
  －納品書の前に、インボイスとなっている。そういう意味からは送り状が近いと言えよう。
　－言い方を変えれば、インボイスは請求で、ビリングは精算なのではないか。
  －納品は請求、と定義すればそうなる。
　－インボイスの段階で消費税等が掛って来る。ビリングでは掛って来ない。
  －インボイスを発行し、ＯＫと言われれば、債権債務が確定する。

　－この件に関しては、整理することにしたい。
・別件として、Smart EDI検討素案に関し、資料（業界横断2014-2-04-4）によりリーダーが概要紹介を行った。
・ペーパーレスが進み、紙の媒体を使わなくなって来ていること等から、小島プレス工業㈱内メンバーの従業員より、帳票方式でなくスマートフォン方式での発注／検収処理の提案があり、現在検討中である。
・顧客の企業の多くは、個人に1台ずつPCがあるが、20～30人位の小規模取引先企業では３人位で1台を使っている。そういう所でEDIの話をした時、若い人達の多くはスマートフォンを持っているのでそれを使って出来ないかと言われた。それがきっかけになっている。
・資料の画面イメージのように作成中だが、普及がし易くなるのではと考えている。
・現在の仕組みでは、PCがある所に行き検収処理等を行うが、この方式だとSmart EDIということで、現場ですぐ出来る。
・同紹介に関し、以下の意見交換があった。：
－検収の時に、非常に便利である。納品書にあるバーコードをスマートフォンでスキャニング出来、マッチングが殆ど自動で出来る。
　－個人個人スタンプを登録して、スタンプをサイン代りにするのも面白い。
　－そのスマートフォンを誰かが盗みログインしたという場合以外は、データがある限り個人が特定されるので、スマートフォンからログインした場合には手書き署名等は不要であろう。
　－データが飛んで行けば良い。ログインし、ID、パスワードを入れ、検収ボタンを押す。
　－スマートフォンの中のアプリケーションではなく、クラウド上のアプリケーションを作り、サーバーで管理すれば良いであろう。

　－また、発注のオーソライズの仕組みに気を付ける必要がある。
　－その点は留意している。実際は上司の承認を得て、発注を行う。

　－留意点に注意し作成すれば、良く使えるものになろう。検収はバーコードで効率良く出来ることになる。
・金融EDI連携に関し、資料（業界横断2014-2-04-5）によりリーダーが概要説明を行った。

・支払メッセージの討議を後続の議事で行うが、(一般財)流通システム開発センターと小島プレス工業㈱側とが、それぞれ実証実験を、その支払メッセージを利用して行う。
・EDIを行っていずFax等を使っている12社に関しては、「EDI処理」をしてクラウドを活用した｢金融EDI（各種明細等）モジュール｣を実施し、受発注業務の工数等を評価する。

・その後、金融EDI連携ということで、小島グループ18社が実際に銀行と繋いで行う。実際に契約し支払を行うため、仮とは言え口座を開く必要があり、大変である。
・同説明に関し、以下の質疑応答および意見交換があった。：

　－顧客が多い場合、企業毎に口座を分けることができるが、誰からの入金かは分るが、入金の中身は分らない。種類で口座を分けて払って下さいと言うと皆嫌がる。振込者を特定するために仮想口座は使えるが、それ以上ではない。
　－中堅クラスがどうかは分らないが、件数があって誰からの振込かは企業名で分るので、仮想口座を使わなくても問題は無いであろう。
　－相手が多いから使い、多くないとそこまで本当に必要なのかということであろう。
　－(一般財)流開センターは実証実験にどの銀行が入っているのか。
　－メガ３行である。
　－実証実験用の仮口座開設もクリアしているのか。

　－ (一般財)流開センターは実証実験に参加するということで振込の流れの一部を請負う形にし、口座を作りそこで処理して貰うことにした。イオンは本社決裁で、口座を作った。
　－今回行うのは、買掛とイベントの支払である。経費支払については11月には間に合わないので、年明けの１～２月位に行うことにした。
　－リベートや経費とかは、いわゆる相殺ということになろうか。
　－相殺という訳ではない。リベートは企業によりやり方があり、月決め支払の中でリベートを相殺で払う所もあるが、それとはリンクせず貰う企業もある。
－経費は、今回行おうとしているのは佐川やヤマト等の宅配関係である。請求書の単位が非常に細かく、各企業の部署毎とか、フロア別で異なる部署の全てであるとかで、月に何百、何千になる（イオンの例）。

　－イオンは来たものをまとめて支払うが、その弁済は全て突合せを行う必要がある。イオンは、わざわざデータを抽出しエクセルで送っているようである。相手先も、来たものと自分の所のものを出し、紙で突合せをする。送り返しの所にその明細が全部入れば、自動仕分けが出来、突合せが出て、処理出来るようになる。こういうことが一番効率化に繋がるのではと思う。経理では、そういうことが多くあるようである。
・実証実験は11月後半に行うが、同補助事業を受けた後にそれが成長戦略に入ったこと（pptスライド）、10月22日に「経済産業省補助事業『金融EDI連携』補助事業」第１回合同会議を開催すること（資料04-6）を、リーダーが紹介した。
・補助金は商務情報政策局の情報処理振興課から受けるが、EDIの管轄は情報処理経済課であるため、同会議は小島プレス工業㈱が主催することとした。その結果の報告は追って行う。前年度の補正予算による補助金であり、年内に全部終えることになるため、12月にまとめる予定である。
・同紹介に関し、以下の質疑応答があった。：

　－同合同会議には、流通側の参加は無いのか。
　－役所の縦割りを、合同にしたということだろうか。

　－そうではなく、小島プレス工業㈱が受けたもので、中部がメインになっている。それにITCや、SIPS内の金流商流情報連携TFと協力してやっているので、それらと合わさった形ということである。公のものではない。
４－４．支払通知プロセスとメッセージ
・支払通知プロセスとメッセージに関し、資料（業界横断2014-2-05）により事務局が概要説明を行った。

・前の週末に金流商流情報連携TFの分科会で詳細検討を行った。当会議で決めることが２点あり、議論願いたい。 
・ビジネスインフラガイドブックの最新版（V3.0）に、支払プロセスおよび送金通知メッセージを入れる予定である。　

・支払通知メッセージに関し、国連CEFACT標準のRemittance Adviceを前回紹介した。それへの追加を図っている。

・一つが取引明細への単価、出荷数量、製品コードの追加である（資料05のスライド５と12）（明細行 項目コードのCICLはCIOLに修正）。　
・CIRLの下にCIOLを置く、また、CIRLの下にCIDDLを付けるのは、ユニークな扱いである。これは「注文時の単価を使う、システムで言うとデリバリー時のデータを使うもので、支払時のデータではない。」という意味である。
・出荷数量に関しては、注文時の出荷数量と結果の出荷数量の２つが必要との要請がある。注文時の数量と出荷時の数量のずれを見たいというものである。
・同説明に関し、以下の質疑応答があった。：
－単価、出荷数量、製品コードは、消込のためではない。明細分析に使おうということであり、分析結果を融資等に使おうというものである。金流商流に関し討議して、金融側が、取引情報のこういうものがあると融資分析に使える、というような項目が出て来ている。それがこういう項目である。
－問題は、ユーザーの社内システムが支払通知時点で、容易にセット出来るものかどうかである。
－注文時の数量と出荷時の数量の２つを入れるのか。自動車の場合は異なるようなことは無いであろうが。
－建設・建材の場合は当り前にある。分納がある。工程が追付いて行かないことがあるため、建材等は返品が許される。沢山のロット発注の場合、分けて納品した方が現場は置き場が無くても済む。タイムリーに必要なものだけあれば良い。　　
－電子系も当り前のようにある。取敢えず、在るものを出荷し、あとを分納で、ということがある。
－これを支払時点で入れられるかどうかだが、仕様上には入れておく。
－この「１.」の情報は、取引に直接関係し使われるものを想定していない。取引の情報をここに付けることにして、銀行側がそれを見て、その企業の取引がどう推移しているかを分析したい、そういうために使う。
－支払通知の明細を全銀ネットに乗せるという時には、銀行側にメリットが無いと銀行が動かない。コストを掛けシステムを作る訳で、消込のためだけであると銀行側にメリットが無い。こういう情報は何のために必要で、どう使うか等の分析は金流商流情報連携TFで行う。これらは銀行側の実際の要件だというのではなく、そうであろうと想定したものであり、「こういう情報を入れるが、作って貰えまいか。」と提示することになろう。
－これらは銀行側に渡す情報ということになる訳か。
－そうであり、銀行ネットに流れる。それを渡して良いか否かは、ユーザー側との契約等に定める。
－その仕組みやネゴシエーション等を無視し、仕様上に載せておけば、相互に合意出来た時に使えることになる。それを今回、銀行が見て使えるか分析を内部で行う。
・もう一つの追加は、相殺である（資料05のスライド5「2.」とスライド6～）。ひと月の相殺は相当の件数がある。それもきちんと紐付けないといけないと思う。電子化されずファックス等で行っている所は、受注での手作業が大変である。そのために相殺Balanace Outというコアコンポーネントを作った。事務局案はCIRHとCIRTの各金額集計Monetary Summationの下に、当TFリーダー案はTrade Settlementの直下に別行で、相殺Balanace Outをそれぞれ作るというもので、更に討議を重ねる。
・相殺Balanace Outの中身はこれで良いか使えるか等、Balanace Outの識別付与の要否（表は行番号付きであろう）、Balanace Outに関する説明の要否がある。その理由コード付けが望ましいのではとコードを付けた。明細では相殺区分を理由コードのようなものにしたらどうかと考える。
・同説明に関し、以下の意見交換および質疑応答があった。：
－ここのBalanace Outの下にBalanace Outを付けられる。ベタでザーっと来ると分らないということがあれば、例えば、ある相殺をグループ別にして、その内訳相殺を作れるようにしておける。
－相殺の項目で、宣伝物・印刷物に手形20％、手形サイト2月25日、有償支給部品23K、手形率20％という例がある。説明Descriptionを２つ持っているので、記入することは出来る。
－この事例の頭に支払金額が２つに分かれている。銀行振込と電子債権であり、こちらが手形である。
－今のをどこまで定型化するかだが、説明Descriptionが２つあるのでそれを使える。これで、大体書けるかと思われる。
－このACCは新規に作る。実際の大構造は（資料のスライド７のように）、Exchanged Documentの支払通知があり、決済支払とそれに関わる口座情報があり、通常の総合振込はこれだけで良い。現在使っている総振情報を入れ、それに関わる取引事項の詳細が続く。支払は１件だが、取引事項はｎ件ある。

－先程のように、支払に複数の電子決済手段があるとなると、銀行と電債だが、ここを“ｎ”にしていて良いのだろうか。
－電債でも情報としては総振と同じということだろうか。DebtorとCreditorがあれば良いということか。
－電債では、振込まれる日が先というだけである。それがきちんと記録されているので、債権として銀行間でやり取りが出来るということが１番大きい。普通使っている時には、振込の予約のようなものである。
－この決済支払が(１..１)であるのを(１..ｎ)にする。金額と支払方法が(１..１)でペアでないといけないので、そのペアがｎ個になる。
－この決済支払に関しては、締日Closing Book_ Due. Date Timeの追加がある。元々、Due. Date Timeはある。
－税関係の情報が無かった。取引決済は、内訳が受取人・支払人・金額集計・支払方法・取引税で、支払毎、決済毎にある取引税情報（例えば、税込か否か）をここに追加している。
・金額集計の所に支払金額と相殺金額合計と相殺後支払金額(＝差引金額)を出した。その内訳が、相殺金額集計(0..ｎ)になる。ここはヘッダー部分であり、多分、全取引に対する相殺というのは、トランザクション毎ではなく、支払に対してであるので、振込手数料のようなものは相殺としてここに入る。
・支払方法の所に、電債と銀行を入れる。現金がある場合もあろう。これは総振のデータである。
・支払に係る取引事項 - 行番号の付いた文書行、取引契約、決済、明細がある - は(0..ｎ)で、例えば、取引事項がある請求単位で見て、請求書が100枚であれば100並ぶ。その1請求書の内訳で、納品伝票があると明細の所に内訳として繋がる。1納品伝票には複数行の情報が入れられる。
・この中の取引契約と明細の方の決済と取引事項のトランザクションの明細で、更に内訳を出す。取引契約は売手・買手と取引文書であり、どの注文書や請求書かというレベルである。売手・買手は通常、上と同じであれば書かなくても良いかもしれない。上は振込側と受取側で、こちらは売手と買手である。
・決済の方は、請求先・請求者と金額である。金額は相殺金額と相殺集計がｎ個あって、ここに例えば、物流センター使用料・支給品料・広告宣伝物費用・補給部品等がある。それを階層構造化したければ、相殺項目の内訳に下位の相殺項目を置く。
・それぞれの税区分があり、次に明細で、請求書に対する伝票になる。取引契約があり、単価と出荷数量である。この出荷数量の前に、発注数量を追加する。発注時単価と発注時数量と出荷数量と、どの商品か、である。その決済明細として請求書関連の、例えば、納品伝票、納品番号、日付、金額が並ぶ。
・伝票毎にこれらを別々にしないという考え方である。消込には使っていないので、このレベルで良いだろうか。
・今のは、例えば、流通だと請求書があって、１請求書同商品の納品日・納品番号がある。

・同件に関し、以下の質疑応答および意見交換があった。：
－大部分は、国連CEFACTのレベルのままの構造である。通常の請求書や注文書のレベルと異なり、明細があり更に明細があるということである。　
－単価・数量・商品は１番下に下げた方が良い。

－流通のことで言えば、今月の請求書が来てそれに納品伝票を付けるが、納品番号毎に製品が異なるのではなかろうか。
－1納品伝票には複数の商品が入っている。

－1納品伝票に品名、単価、数量、金額が、複数あるということで、正確にすると、もう一つ明細が入ることになる。
－支払の下にはｎ個の取引がある。この取引の下に明細がある。取引決済の下に受取人・支払人、金額、相殺がある。　
－取引事項は、1支払に関しｎ個ある。取引事項の下に契約と決済と明細がある。明細の下に、更に決済明細がある。
－納伝だと、単価も一つではないので、もう１レベル下の明細を持たないといけない。
－了解だが、その場合には、もう一つレベルを持たせるか、または納伝１行目、２行目、３行目とライン別にして貰うか、のいずれであろうか。　　
－一般に流通の場合は、請求書にある１行が伝票1枚分しかない。その1枚が分れていても１行にまとめられる。
－そういうものが欲しいのではなく、製品までの細かいものが欲しい。
－納伝の1番で１行目、２行目、３行目と、それぞれ数量・単価・金額がある。

－そこを繰返しで書く形になるという訳であろう。

－その更なる明細の下に、数量・単価・金額がある。これは伝票に書かれているトータル金額である。いずれもｎ個である。
－明細 － ブレークダウン明細という形である。

－取引事項は会社対会社だが、下の納品の納品場所等は必要無いか。
－それを必要と言っていない。この部分は、消込等ユーザー側は関係無い。
・支払通知プロセスとメッセージに関し、以下の質疑応答があった。：
－金融機関が、取決めにメリットを与えるという捉え方で良いか。

－実物を見ないと、本当に出来るのかということはある。机上の論議だけでは進まない。
－金流商流情報連携TFの資料にあるが、融資は融資後から企業調査、企業モニタリングを行う。貸したが取引をしっかり行っているかのモニタリングに、日々の企業活動確認のチェックをしてはどうかという話である。
－ニーズ調査を行った結果、EDI情報を融資に活用するために前提を確認するということで実証実験を行おうとしている。どのEDI情報かということを金融機関にヒアリングをすることにしている。実際に項目を、具体的には仕入先確認のために仕入・支払の実績が必要な場合には発注実績・支払実績・入荷数量等が必要である、というように設定しようとしている。
－流通業界の場合のデータ項目を具体的にRemittance Adviceに反映したものが、上述の討議の内容である。消込のためのものではない。
－会議の規定時間のため以上により、本案をまとめ直し、実証実験に使って頂く。
４－５．スケジュール確認 － 今後の予定
・当TF今年度スケジュールに関し、資料（業界横断2014-2-06）により事務局が概要説明を行った。
・９月で確認するものは、スケジュール最下段のバンコクでの状況調査である。XML埋込み電子署名付きのI (= Inteligent）-Formの可能性調査は、11月末のAFACT会議の際に行うことを考慮中。㈱グローバルワイズと事務局がベトナム調査の前にバンコクに寄る。AFACTの会議スケジュールは詰っており、調査ヒアリングは、前もって行うかEDICOMの間に行う｡ タイETDAにインボイスの電子化とI-Formに関し聞き、ETDAが作った仕組を可能であれば使わせて貰う。

・現在、12月のベトナム現地調査の準備を進めている。同調査をベースに、インドネシア、ベトナム、タイが大体分り、バンコクでの実証実験を経て課題が何か分って来るので、ASEAN展開戦略としての課題の検討が可能になるのではと思う。

・10月にはレジストリのデモ版作成があり現在遅れているが、10月末頃の予定となるビジネスインフラガイドブックⅤ3.0の中に辞書登録手続の文書化を行っている。支払通知の中身および自治体のアップデート版もⅤ3.0の中に入れる。
・トヨタWGの北九州版、実証版はどのようにするか。ドメインメッセージ辞書のビジネスプロセス定義をしていないので、それをする必要があろう。

・同件に関し、以下の状況説明があった。：

－北九州版／実証版は、中小企業版には入っていない。

－㈱グローバルワイズが行ったので、一緒に進めて貰えると良い。

－Ⅴ3.0の中に入れるのは無理であろう。

－バンコク実証版、トヨタWG版は、2015年1～２月頃まで延ばすことにしたい。Ⅴ4.0に入ることになる。

・９～12月のスケジュール（時期的な変更がある／見込まれる事項もある）等を勘案し、下記の次回会議日程を合意した。　

・第３回TF会議
１２月１７日（水）　14:00～17:00　

　
配布資料 一覧：  
業界横断2014-2-01　第2回国際／業界横断EDI TF議事次第

業界横断2014-2-02　第1回国際／業界横断EDI TF議事録案

業界横断2014-2-03　ラウンドテーブル総括

業界横断2014-2-04　海外（タイ）実証実験報告 （別綴）
業界横断2014-2-05　支払通知プロセスとメッセージ
業界横断2014-2-06　タスクフォース・スケジュール
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